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会社分割（簡易吸収分割）による事業の承継に関するお知らせ 

当社は、2024年 2月 26日開催の取締役会において、2024年 7月 1日を効力発生日（予定）として、会社分

割の方法により、当社の子会社である日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険

（以下、合わせて「主要子会社」という。）等に対して行う不動産の管理等に関する業務を、2024 年 4 月 1 日

に設立予定の当社 100％子会社（以下「当該子会社」という。）へ承継させることを決定いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。   

なお、本会社分割は、会社法第784条第 2項に規定する簡易吸収分割に該当することから、開示事項・内容

を一部省略して開示しています。 

記 

１．子会社の設立及び会社分割の目的  

当社グループでは、主要子会社等の間接業務のうち、グループ内で１か所に集約することで効率化が見込

まれる業務については、当社が当該業務を受託し、一括して実施することにより、主要子会社等の業務を支

援するとともにグループの経営効率の向上を図ることとしています。 

その業務支援の一つとして、不動産の管理等に関する業務を主要子会社等から受託して実施していますが、

持株会社としての当社の目的・役割に応じた組織再編を進めるとともに、当該業務に関する主要子会社等へ

のサービス提供の品質向上を図るため、2024年 4月 1日に当社の子会社として日本郵政建築株式会社を設立

し、2024年 7月1日に会社分割により当該業務を移管することとしたものです。 

２．当該子会社の概要 

 商 号 ： 日本郵政建築株式会社 

 本店所在地 ： 東京都千代田区大手町二丁目3番1号 

 代 表 者 ： 未定 

 事業 内容 ： 建築物等の調査・企画、設計・工事監理及びコンストラクションマネジメント 

建築物等の管理及び運営維持に関する支援 

 資 本 金 ： 100百万円 

 設立年月日 ： 2024年4月１日（予定） 

 株 主 ： 日本郵政株式会社 100％ 

３．会社分割の要旨 

（１）会社分割の日程 

分割契約承認取締役会 2024年 2月 26日 

総務省への認可申請日 2024年 2月 26日（予定） 



子 会 社 の 設 立 日 2024年 4月 1日（予定） 

分 割 契 約 締 結 日 2024年 4月下旬（予定） 

分割予定日（効力発生日） 2024年 7月 1日（予定） 

分 割 登 記 日 2024年 7月 1日（予定） 

   ※本会社分割は、当社においては会社法第784条第2項に規定する簡易吸収分割に該当するため、株主

総会の承認決議を経ずに行います。 

（２）会社分割の方式 

   当社を分割会社とし、日本郵政建築株式会社を承継会社とする簡易吸収分割です。 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

   当社は、本会社分割の対価として、日本郵政建築株式会社が新たに発行する普通株式1株を受領する予

定です。 

（４）会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

（５）会社分割により増減する資本金 

   本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

（６）承継会社が承継する権利義務 

   本会社分割に関する資産、負債及び契約上の地位等の権利義務のうち、吸収分割契約において定めるも

のを承継します。 

（７）債務履行の見込み 

   本会社分割において、当社及び承継会社が負担すべき債務の履行の見込みに問題はないと判断していま

す。 

４．分割当事会社の概要 

吸収分割会社 吸収分割承継会社 

（１） 名 称 日本郵政株式会社 日本郵政建築株式会社 

（２） 所 在 地 
東京都千代田区大手町二丁目

3番 1号 

東京都千代田区大手町二丁目

3番 1号 

（３） 代表者の役職・氏名 
取締役兼代表執行役社長 

増田寛也 

未定 

（４） 事 業 内 容 グループの経営戦略策定等

〇 建築物等の調査・企画、設

計・工事監理及びコンスト

ラクションマネジメント 

〇 建築物等の管理及び運営維

持に関する支援 

（５） 資 本 金 3,500,000百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2006年 1月 23日 2024年 4月1日（予定） 

（７） 発 行 済 株 式 数 3,461,049,500株 4,000 株 

（８） 決 算 期 3月 31日 3月 31日 

（９） 大株主及び持株比率 財務大臣 34.80％ 日本郵政株式会社 100％ 

（10） 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決 算 期  2023年 3月期（連結） 



連 結 純 資 産 15,098,256百万円

 連 結 総 資 産 296,111,587百万円

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 2,912.76円

 連 結 売 上 高 11,138,580百万円

 連 結 経 常 利 益 657,499百万円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益
431,066百万円

１株当たり連結当期純利益 120.82円

５．分割又は承継する事業部門の概要 

（１）分割又は承継する部門の事業内容 

主要子会社等に対して行う不動産の管理等に関する次の業務。 

・主要子会社等が現に所有若しくは賃貸借するか、又は将来所有若しくは賃貸借することとなる土地、

建物等不動産及び当該不動産に附属する設備等に関する、管理、整備計画、運営維持又は設計・工事

監理等の業務の支援等 

（２）分割又は承継する部門の経営成績（2023年 3月期） 

売上高 6,770百万円

（注）管理会計上の社内売上を含む金額 

（３）分割又は承継する資産、負債の項目及び金額（2024年 6月 30日見込） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

流  動  資  産 936百万円 流  動  負  債 －

固  定  資  産 1,081 百万円 固  定  負  債 1百万円

合  計 2,017百万円 合  計 1百万円

（注）2023年 9月 30日時点の帳簿価額に、2024年 6月30日までの増減の見込みを加味した概算値 

６．会社分割後の状況 

  本会社分割による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金、決算期の変更はありません。 

７．今後の見通し 

  本会社分割が当社連結業績に与える影響は軽微です。 

以 上 


